
新規 完了事業 ゼロ予算事業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　実績

平成31年度　実績 令和 2年度　予定

内部評価【二次】 1頁

令和　２年度　行政評価事業別シート

実計対象 ■ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 堀内理恵

全体計画 経費区分 実施計画事業費 内線 3248

事務事業名 4123 防犯対策事業

所　　属 120500 市民環境部・市民課

施　　策 03021600 地域安全対策の推進

会計 01 一般会計
予算

科目 020111 総務費・総務管理費・交通防犯費
科目

事業 030000 防犯対策事業

事業目的 事業概要・効果 

「犯罪のない、安全安心なまちづくり」を目指して関 日頃の散歩を通じたまちの見守り活動が定着し、あい

係機関と連携し、各種防犯活動を実施する。 さつも自然に交わされ、防犯パトロールや防犯指導が

 効果的に行われる等、地域の中で自主防犯意識が高ま

っている。

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

刑法犯認知

内

件数　　１９８件 刑法

部

犯認知件数　　199

評

件

警察署等と連携した

価

啓発活動 警察署等と連

【

携した啓発活動

市防犯

二

灯のＬＥＤ化 市防犯灯

次

のＬＥＤ化

区が行う防

】

犯灯設置事業への補助

1

区が行う防犯灯設置事

頁

業への補助

平成29年

令

度　実績 平成30年度

和

　実績

警察署等と連携

　

した啓発活動 警察署等

２

と連携した啓発活動

市

年

防犯灯のＬＥＤ化 市防

度

犯灯のＬＥＤ化

区が行

　

う防犯灯設置事業への

行

補助 区が行う防犯灯設

政

置事業への補助

平成3

評

1年度　実績 令和 2

価

年度　予定

警察署等と

事

連携した啓発活動 警察

業

署等と連携した啓発活

別

動

市防犯灯のＬＥＤ化

シ

市防犯灯のＬＥＤ化

区

ー

が行う防犯灯設置事業

ト

への補助 区が行う防犯

実

灯設置事業への補助

計対象 評価対象



定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費 10,176 10,157

国庫支出金 0 0

特 定 都道府県支出金 0 0

財 源 地方債 0 0

その他 0 0

一般財源 10,176 10,157

正規職員 0.6 0.3
人員数

嘱託職員 0.0 0.5
（人）

臨時職員 0.6 0.2

正規職員 4,359.0 2,179.5

人　員 嘱託職員 0.0 1,414.5

コスト 臨時職員 778.8 259.6

計 5,137.8 3,853.6

市民一人当たりの経費 0.3 0.3

総額 15,313.8 1

内

4,010.6

（単位

部

：千円）

平成31年度

評

決算　事業費の内訳

主

価

な節 金額 内容

8節  

【

報償費 0

防犯パトロー

二

ル用帽子等123、防

次

犯灯電気料1,664

】

11節 需用費 2,2

2

21
駅前防犯カメラ修

頁

繕費434

13節 委

指

託費 0

防犯灯LED化

 

工事1,989、須坂

標

駅前カメラ設備更新1

 

,155
15節 工事

名

請負費 3,144

須高

算

防犯協会負担金1,7

　

24、暴力追放県民セ

　

ンター負担金50
19

式

節 負担金補助及び交

単

付金 4,757
防犯灯

位

設置事業補助金（区）

年

2,983

郵便料36

　

 他
その他 54

　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成31年度 令和 2年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成31年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 市内での犯罪発生件数

算　　式 須坂警察署での集計による 単位 件

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標 200
目 標 値

実 績 192 160

指標選定 地域ぐるみの見守り活動など地域のつながりを強め、市民のみなさん・地域・行政が一体となり犯罪を未然に

の 理 由 防ぐまちづくりを目指すため

最終年度 平成26年度実績値の25％減を目標値に設定

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和 2年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選



委

いるか

・事業の目的が

託

達成できるような事業

費

内容になっているか

街

1

頭啓発や高齢者世帯訪

4

問、防災無線等で注意

節

を促した成果があがっ

 

ている。

評   価

コ

工

メント

・成果を落とさ

事

ずにコストを削減する

請

方法はあるか

効 率 

負

性 ・効率性向上に努め

費

ているか 変わらない

・

1

使用料などの受益者負

8

担や補助対象事業の範

節

囲など、財源確保の余

 

地はないか

各機関と連

負

携し、効果的な広報活

担

動を行っていく。

評 

金

  価

コメント

振り返

補

り（決算年度の取組み

助

課題）

引き続き地域住

及

民に対し、支援や情報

び

提供を行っていく中で

交

、自主防犯意識の醸成

付

を図っていくことが必

金

要。

その他

ＣＨＥＣＫ

個別評価

項目 評価観点 評価内容

・市民の生命・財産を守るため市が実施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

令和 2

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

7節  報償費 0

防犯

令

パトロール用腕章、マ

和

グネットシート90
1

 

0節 需用費 2,33

2

0
防犯灯電気料1,7

年

50

12節 委託費 0

度

防犯灯LED化工事2

当

,000
14節 工事

初

請負費 2,000

須高

予

防犯協会負担金1,9

算

89
18節 負担金補

　

助及び交付金 5,03

事

9
防犯灯設置事業補助

業

金（区）3,000

防

費

犯カメラ借上料648

の

、駅前防犯カメラ保守

内

点検料95　他
その他

訳

788

ＣＨＥＣＫ

個別

主

評価

項目 評価観点 評価

な

内容

・市民の生命・財

節

産を守るため市が実施

金

することが必要不可欠

額

な事業であるか

・行政

内

内部の管理運営上必要

容

な事業であるか

必 要

7

 性 ・市が主体となり

節

実施すべき事業か 高い

 

・法的な根拠や公的関

 

与の妥当性はあるか

・

報

目的は結果（施策の目

償

指す理想）に結びつい

費

ているか

住民の防犯意

1

識を高め、犯罪の起き

0

にくいまちづくりのた

節

めに必要である。

評 

 

  価

コメント

・事業

需

の成果は上がっている

用

か

・目標に対する達成

費

度は十分か

有 効 性

1

・市民生活上の課題解

2

決に貢献しているか 普

節

通

・行政内部の管理上

 

の課題解決に貢献して



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

警察等関係機関と連携し、防犯意識向上のための啓発 関係機関との連携をしっかりと図りながら

内

取組みを進

に努め、特

部

殊詐欺被害や犯罪件数

評

の減少に繋げること め

価

る中で、一定の成果が

【

得られている。引き続

二

きの取

ができた。 り組

次

みを進めていくが、防

】

犯カメラのあり方につ

4

いて

引き続き地域住民

頁

の防犯意識の醸成に努

Ａ

め、地区防犯 検討をす

Ｃ

る必要があるのではな

Ｔ

いか。

組織の活動の活

Ｉ

発化を図りたい。

外部

Ｏ

評価

次年度以降の方向

Ｎ

性

外部評価コメント

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


